


















































































































　1974年～ 1980年の離職者総数は 1459万人で、再就職者は 796万人、内雇用者は 635万人だがこの内 305
万人は 1～ 29人規模事業所に、118万人は臨時・日雇として雇用されている。10再就職者の多くが小規模零
細事業への就職や不安定就業を余儀なくされたことになる。
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　厚生労働省作成の「労働者派遣事業の平成 22年 6月 1日現在の状況」によると派遣労働者数は約 145万人
である。派遣労働者数については常用換算した数を求めているので、実際の派遣従事者数はこの数より大きく
なる。145万人のうち政令業務従事者は約 75万人、製造従事者は約 24万人である。報告事業所は一般労働者
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・ 2000年 10月から就業先は化粧品製造の S社となる。変更についての説明はなかったが、S社の制服使用で
あったこと、業務の指導を S社社員から受けていることから、派遣であったと思われる。但しこの時点では
製造部門への派遣は違法である。
・2005年に R社は K社と合併し、Aさんの雇用主は K社となる。
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・この 10日後 4月 17日に、5月 17日付け解雇通告を受ける。
【Eさんの例】












・ 2001年 8月から 2004年 3月まで派遣会社 K社に雇用され、家電メーカー T社 H工場にて派遣就業するも、
パワハラ・セクハラが激しく退職に至る。
・ K社代表取締役の妻がマネージャーをしている A社から度々の誘いがあり、2004年 6月就職。前就業先で
あった T社の K工場内に事務所を置く TS社に派遣される。ところが配属先には、以前ハラスメントを避け
るために退職した K社の社員が常駐しており、この K社と TS社双方から指揮を受ける。派遣契約はこの K
社と TS社が結んでいたことが後に判明。Bさんは A社から K社、さらに K社から TS社に派遣されていた
ことになる。
・ 2005年 6月には、上記家電メーカー T社 KW工場内の別部門が就業場所となるが、ここでは T社の指揮を
受けた。T社は TS社に就業場所を提供しているに過ぎず Bさんには関わりを持てない筈だが、実態は 3重
派遣を構成した。
【Hさんの例】



















































































































































































































































































































































































































































































　派遣労働者に対する聞き取り調査でも「いつ切られるかと常に不安 ｣という声、また辛い経験が続くと ｢ 自



























　1999年から 2010年の間に正規雇用者数は 3688万人から 3363万人に減少している。これに対し、非正規雇
用は同時期で 881万人から 1708万人に増加している。2008年までは派遣労働者の増加がその主要因であった。



























正規雇用に占める若年者の割合は、1990年 522万（約 15%）から 2007年 268万（約 7.9%）と半減に近い状
態となった 35。また図 6にみるように若年者に占める非正規及び無業者の割合も急増している。1985年に女
性 26.6%、男性 12.0%だったその割合は、2005年のピ－ク時には女性 54.4%男性 44.5%に達している。
  図 6   若年層に占める非正規及び無業者の割合
    
大原社会問題研究所 2009年版「日本労働年鑑」より抜粋
b）弱まる企業内訓練
　企業は自社に必要な職業訓練を行わなくなった。経費節減の結果であるが、派遣・請負の置換えを前提とし、
学卒者の採用をしなくなったことと連動している。最低限必要な人員は派遣会社等から「調達」するか、中途
34　 総務省統計局「労働力調査」（正社員との対比のためこの統計を用いたが、派遣労働者の数等、厚生労働省統計とは少な
からぬ差が生じている）
35　1990年～ 2007年労働力調査
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採用を行うこととなるが、中途採用求人に格段に増えた必須条件が「経験者」「即戦力」である。再就職の際
の大きな困難となっている。
　自社で養成しない場合、①経験者の採用　②自己責任でスキルを身につけさせる　③公的訓練に依拠すると
いう方法が考えられるが、それぞれに限界がある。
　①については、経験者を育てる企業がなければ経験者はいずれ枯渇する。②については、労働者の経済的・
時間的負担が大きく、業務に見合う実践的な訓練を個人で確保するのが困難である。
　③について、公的訓練は主には自治体が職業技術校により担ってきた。しかしその公的訓練は、次々統廃合
の憂き目にあっている。国が雇用促進事業団を基盤として行ってきた訓練も縮小され、訓練を行う基盤は弱ま
っている。代りに行われているのが各種学校等を対象とした委託訓練である。厚生労働省が緊急対策として行
った各種訓練も委託訓練である。しかし、既設の各種学校等の科目は採算性のある分野に限られ非常に狭い範
囲のものとならざるを得ない。リーマンショック時、失業者に対し基金訓練事業が実施されたが、製造業の派
遣を繰り返してきた人たちに対し、用意された委託事業は殆んど IT系という事態が生じた。アンケートにも
示されていた「お金が出るなら訓練の中身は何でもいい」と言わせた背景はこんなところにもある。
（３）　軽んじられる雇用
　雇用慣行の崩れと共に雇用そのものの軽視が多く指摘されている。その企業特有の技術や運営を長期的に確
保するという側面に重きを置かなければ、雇用せず安価に業務をこなすという現象が増大する。「新時代の日
本的経営」も追い風となる。このことは、雇用量の減少だけではなく雇用の軽視を必然とし、雇用に関するモ
ラルの低下に繋がった。
（４）その他
　非正規雇用に関わり次のような影響も指摘された。
①失業者とともに不安定就業者は、労働条件全体を低下させる役割を果たす。
② 加入資格を持たない者、また手続きがなされない者の増加により、年金制度、健康保険制度などの社会保障
制度の運営に困難をきたす。
③労働者自身の技術蓄積の困難と共に、個別企業・産業としての技術蓄積にも困難を生じる。
第 7章　改善の方向性
　１　派遣労働見直しの前提として
　労働者派遣制度は、他国に比べ規制が弱く労働者保護の視点も不十分であることから、とりわけ日本におい
てその問題点を露わにした。
　労働者保護の観点抜きに使い勝手を優先して作られてきたこと、製造を含む一般業務にまで派遣対象を広げ
たこと等により、経済的自立が困難な層を大量に生み出した。広範な置換えを許す制度でもあったため、正規
雇用者を減少させその働き方を過酷なものにしてきた。また派遣労働の広がりは雇用の軽視、職場機能の縮小
などに帰結し、労働者の成長の機会も奪ってきた。この状態が続くと労働者の健全な再生産や産業の正常な運
営も阻害される。社会的にも、各種制度維持に支障をきたし、雇用問題を背景とした社会不安もさらに増大し
ていくことが考えられる。グローバル化等を視野に入れたとしても、雇用環境の改善抜きに社会の将来像は語
れない地点に来ている。働き方の改善に向けて、本稿においては派遣労働の見直しを中心に行う。
　派遣労働見直しの際に重要な点は、規制を強化しかつ違法性のない運営がなされたとしても、派遣の構造的
本質は変わらないということである。この点を直視するなら、制度見直しにおいては派遣労働の活用場面を極
力狭めるという視点が不可欠となる。二つ目に必要な視点は、日本において極めて不十分である労働者保護の
性格を明確に打ち出すことである。
　２　労働者派遣法の見直し
　活用場面を狭めるという視点及び労働者保護の視点から、国際水準を視野に入れ最低次の見直しが必用であ
る。
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2.1　受入理由制限の導入
　基本的にすべての場合に活用可能である現行制度を、特殊な事情を有し恒常的な雇用が困難なものに限定す
ることが必要である。ヨーロッパなどで常識となっている「派遣労働は臨時的な働き方」との捉え方を徹底す
べきである。
2.2　直接雇用制度の導入　
　現状は期間制限を超えても「労働者を雇い入れようとするときは」従事した派遣労働者を「雇い入れるよう
に努めなければならない」と規定するにとどまっている。
　期間を超えた時点で直接雇用を義務化するあるいは直接雇用とみなすという強制力をもつ制度とする必要が
ある。ドイツでは期間制限を超えた場合には派遣ではなく職業紹介であったものとみなして、当該労働者と派
遣先との間に雇用関係を強制的に成立させている。その結果「こうした規制の下で、派遣労働者の 70％が３
箇月未満の短期で終わっている」36という状況がある。
2.3　均等待遇義務付けの導入
　ヨーロッパや韓国で常識となっている均等待遇を義務付けることが必要である。このことにより、派遣労働
者に正当な賃金を保障すると共に、低コストを求める安易な派遣活用の機会を狭めることになる。賃金及びそ
の他の処遇を含め正規雇用と同等にすることを派遣法に明文化することが第一歩である。
　３　当面必要なこと
3.1　派遣労働の本質についての理解
　派遣労働が広がる社会に漠然とした不安感を抱いている人は多いだろう。だが「派遣労働の本質」という認
識を持つ人は少ないと思われる。働き方が社会問題にまで及んでいる今、人間性に相反するというべき派遣労
働の本質について、理解を広げていくことが必要である。
　2000年代の後半からワーキングプアという言葉も一般的に知られ、2008年秋以降は派遣が決して自由な選
択に基づく先進的な働き方などではないという理解もある程度は広がった。だが「派遣などの安上がり労働力
を使えなければ企業の海外流出は進む」という類の主張も一般的には説得力を有している。また不十分ながら
派遣法改正案も国会に提出されたが、２年近く棚上げになった挙句に完全な骨抜きというべき修正案が可決さ
れてしまった。
　しかし「派遣村」を余儀なくさせた事態と本質は変わっていない。派遣労働の本質は人間的な働き方を排除
する。そして目先のコスト削減の追求は社会に大きな「つけ」を残す。
3.2　行政体制の強化
　2008年に先立つ派遣労働に関わる関心の高まりを背景に、厚生労働省や各地方労働局の動きは精力的であ
った。大手派遣会社による不正事案の続出などに対して踏み込んだ是正措置も行われ、派遣の雇止めに対して
も職業安定所と共に一定の役割を果たした。これらの動きは、指導対象となった当該事案の救済にとどまらず、
業界全体に対しての法の徹底、社会への啓蒙という点で重要である。
　小さな政府論や財政赤字等を理由とした公務員攻撃の中で、労働行政も削減につぐ削減を強いられてきた。
必要なことをなす最低の人員を既に割り込んでいる。アンケートに記された「忙しすぎて本来の職業相談がで
きない」という呻吟が筆者には痛いほどに分かる。命や安全に関わる分野の規制緩和が大きな危険を伴うこと
と同様に、国民生活を保障する部門を細らせることは、確実に働く人間や国民の安全性や持続性に危機をもた
らす。
　制度の適正な運営のために、また働き方全般を健全に保つために、労働行政の充実が強く望まれる。
36　「海外の派遣事情」日本人材派遣協会
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